






─ Kerry v. Din, 135 S. Ct. 2128 （2015）─
  宮 川 成 雄
Ⅱ　温室効果ガスの規制に関する連邦環境保護庁の権限
─ Utility Air Regulatory Group v. Environmental Protection Agency, 
134 S. Ct. 2427 （2014）─

























































substantive component of the Due Process Clause）の絶対的な保障を侵害したと
は明確に主張してはいない。その理由はおそらく，テロ活動に関わった外国人
の入国を禁止する法律が「国家のやむにやまれぬ利益の実現のために精確に作









（objectively, deeply rooted in this Nation’s history and tradition, and implicit in 
the concept of ordered liberty, such that neither liberty nor justice would exist if 



































































根拠条項を示し「文面上正当で信義誠実な理由（on the basis of a facially 

























































































第 3は追加的な手続保障で生じる政府の負担である。Mathews v. Eldridge, 
424 U.S. 319 （1976）. KATHLEEN M. SULLIVAN &NOA FELDMAN, CONSTITUTIONAL 



























とする United States ex rel. Knauff v. Shaughnessy, 338 U.S. 537 （1950）判決
を想起させる。
（ 5）　International Covenant on Civil and Political Rights, ratified by the United 
States, opened for signature Dec. 16 1966, 999 U.N.T.S. 171 （entered into force 
Mar. 23, 1976, ratified by the United States June 8, 1992）.
（ 6）　本件の控訴審判決は Din v. Kerry, 718 F. 3d 856 （9th Cir. 2013）、地裁判決




















多数意見である。裁判官グループは 3 ─ 2 ─ 4に分かれておりリベラル派 4名に
よる反対意見の方が強い一体性を示している。事件処理を示す裁判所の判決











（10）　同性婚判決が下される直前のコメントであるが、Andrew Haile, Kerry v. 
Din: The Supreme Court’s “Other Marriage Decision” Preserves Status Quo in Visa 
Denials, Leaves Tangled Trail for Lower Courts to Follow, 2015 EMERGING ISSUES 
7341を参照。
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している点に特徴がある。
　このように結婚制度についての既成概念が揺れる中で，合衆国市民たる配偶
者が外国人配偶者を呼び寄せてアメリカ合衆国で同居することを，修正第 5条
のデュー・プロセス条項の下で保護される権利と位置付けた 4人の最高裁裁判
官の意見の一致は特筆すべきことである。相対多数意見を執筆した Scalia裁判
官は，本判決が適法に居住することのできる国家の領域で両配偶者が同居する
権利を否定するものではないと虚しい弁明をする（Din, at 2138）。これに対
し，反対意見の 4裁判官は国境を越えて移動する個人の結婚の権利を保障しよ
うとする姿勢を示している。この Breyer裁判官の反対意見は，「移民国家アメ
リカ」が移民法の歴史の中で形成してきた家族の結合という価値の尊重を示し
ていると同時に，国家の枠を越えて家族生活の権利を保障するものとして，国
際人権法の観点からも評価されるべきものである。
 （宮川成雄）
